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平成２７年度における企業結合関係届出等の状況 

平 成 ２ ８ 年 ６ 月 ８ 日 

公正取引委員会事務総局 

経済取引局企業結合課 

第１ 株式取得等の届出受理及び審査の状況 

平成 27 年度における届出受理の総件数は 295 件（対前年度比 2.1％増）となっ

ており，その内訳は，株式取得に係る届出が 222 件，合併に係る届出が 23 件，分

割に係る届出が 17 件，共同株式移転に係る届出が６件，事業譲受け等に係る届出

が 27 件であった。 

平成 27 年度において届出を受理した総件数 295 件のうち，第１次審査で終了

した件数は 281 件（第１次審査終了前に取下げがあった８件を除いた 287 件に占

める割合は 97.9％），第２次審査に移行した件数は６件（同約 2.1％）であった。 

また，平成 27 年度においては，第２次審査で終了した件数が４件であった。こ

のうち，問題解消措置を前提として独占禁止法上の問題はないと判断した件数は

１件であった（問題解消措置を前提として独占禁止法上の問題はないと判断した

１件は，平成 26 年度中に第２次審査に移行したものである）。 

過去３年間の届出受理及び審査の状況は第１表及び第２表のとおりである。 

第１表 過去３年度に受理した届出の処理状況 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

第１次審査で終了したもの 257 275 281

うち禁止期間の短縮を行ったもの (80) (119) (145)

第１次審査終了前に取下げがあったもの 3 11 8

第２次審査に移行したもの 4 3 6

合計 264 289 295

第２表 過去３年度における第２次審査の処理状況 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

第２次審査で終了した件数 3 2 4

問題解消措置を前提に問題なしとした件数 1 2 1

排除措置命令を行った件数 0 0 0

（注１） 当該年度に受理したか否かに関わらず，当該年度において処理したものについて記載して

いる。 
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第３ 業種別届出受理件数（第 10 表） 

１ 株式取得 

株式取得に係る届出 222 件のうち，「その他」を除けば，「製造業」が 56 件と最

も多く，以下，「卸・小売業」が 35 件，「運輸・通信・倉庫業」が 18 件と続いて

いる。 

 

２ 合併 

合併に係る届出 23 件のうち，「製造業」が 12 件と最も多く，以下，「卸・小売

業」が５件，「サービス業」が２件と続いている。 

 

３ 分割 

共同新設分割に係る届出２件は，いずれも「製造業」であった。 

吸収分割に係る届出 15 件のうち，「その他」を除けば，「卸・小売業」が４件と

最も多く，以下，「製造業」が３件と続いている。 

 

４ 共同株式移転 

共同株式移転に係る届出６件は，いずれも「その他」であった。 

 

５ 事業譲受け等 

事業譲受け等に係る届出 27 件のうち，「卸・小売業」が 11 件と最も多く，以

下，「製造業」が７件と続いている。 
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第４ 形態別届出受理件数（第 11 表） 

１ 株式取得 

株式取得に係る届出 222 件のうち，水平関係を含むものが 146 件と最も多く，

以下，混合関係（地域拡大）を含むものが 52 件，垂直関係（前進）を含むものが

48 件と続いている。 

（注９） 形態別とは，次の分類による。以下同じ。 

（１）水平関係：当事会社グループ同士が同一の一定の取引分野において競争関係にあ

る場合 

（２）垂直関係：当事会社グループ同士が取引段階を異にする場合 

前  進：株式取得会社，存続会社，被承継会社又は譲受会社が最終需要者の

方向にある会社と企業結合を行う場合 

後  進：前進の反対方向にある会社と企業結合を行う場合 

（３）混合関係：水平・垂直のいずれにも該当しない場合 

地域拡大：同種の商品又は役務を異なる市場へ供給している場合 

商品拡大：生産あるいは販売面での関連性のある異種の商品又は役務を供給し

ている場合 

純  粋：上記のいずれにも該当しない場合 

（注 10） 形態別の件数については，複数の形態に該当する企業結合の場合，該当する形態を全
て集計している。そのため，件数の合計は，届出受理件数と必ずしも一致しない。以下同
じ。 

 

２ 合併 

合併に係る届出 23 件のうち，水平関係を含むものが 13 件と最も多く，以下，

混合関係（商品拡大）を含むものが５件，垂直関係（前進）を含むものが４件と

続いている。 

 

３ 分割 

共同新設分割に係る届出は２件であり，いずれも水平関係を含むものであった。 

吸収分割に係る届出 15 件のうち，水平関係を含むものが 10 件と最も多く，以

下，混合関係（地域拡大）を含むものが６件，垂直関係（前進）を含むもの及び

混合関係（純粋）を含むものがそれぞれ２件と続いている。 

 

４ 共同株式移転 

共同株式移転に係る届出６件のうち，水平関係を含むものが５件と最も多く，

以下，混合関係（地域拡大）を含むものが３件と続いている。 

 

５ 事業譲受け等 

事業譲受け等に係る届出27件のうち，水平関係を含むものが24件と最も多く，

以下，垂直関係（前進）を含むもの，垂直関係（後進）を含むもの及び混合関係

（商品拡大）を含むものがそれぞれ３件と続いている。 
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第14表 独占禁止法第９条第４項第２号の規定に基づく報告書提出会社（金融会社11社） 

 

会社名 
㈱静岡銀行 

㈱新生銀行 

住友生命保険(相) 

第一生命保険㈱ 

㈱千葉銀行 

㈱西日本シティ銀行 

日本生命保険(相) 

富国生命保険(相) 

㈱北洋銀行 

明治安田生命保険(相) 

㈱横浜銀行 

 

第 15 表 独占禁止法第９条第４項第３号の規定に基づく報告書提出会社（一般事業会社 62 社） 

 

会社名 
AXA S.A. 

イオン㈱ 

出光興産㈱ 

伊藤忠商事㈱ 

上田八木短資㈱ 

㈱オリエントコーポレーション 

オリックス㈱ 

関西電力㈱ 

キヤノン㈱ 

九州電力㈱ 

キリンホールディングス㈱ 

近鉄グループホールディングス㈱ 

ＫＤＤＩ㈱ 

㈱神戸製鋼所 

㈱国際協力銀行 

国際石油開発帝石㈱ 

ＪＸホールディングス㈱ 

JFE ホールディングス㈱ 

Citigroup Inc. 

Citibank Overseas Investment Corporation 

㈱商工組合中央金庫 

新日鐵住金㈱ 

住友化学㈱ 

住友商事㈱ 

セントラル短資㈱ 

双日㈱ 

ソニー㈱ 

ソフトバンク㈱ 

㈱大和証券グループ本社 

中国電力㈱ 

中部電力㈱ 

電源開発㈱ 

㈱デンソー 

東海旅客鉄道㈱ 

東京急行電鉄㈱ 

東京電力㈱ 

東北電力㈱ 

トヨタ自動車㈱ 

㈱豊田自動織機 

豊田通商㈱ 

日産自動車㈱ 

日本証券金融㈱ 

㈱日本政策金融公庫 

㈱日本政策投資銀行 

日本たばこ産業㈱ 

日本電気㈱ 

野村ホールディングス㈱ 

パナソニック㈱ 

東日本旅客鉄道㈱ 

富士通㈱ 

Prudential International Insuarance Holdings,Ltd.

本田技研工業㈱ 

丸紅㈱ 

三井物産㈱ 

三井不動産㈱ 

三菱地所㈱ 

三菱重工業㈱ 

三菱商事㈱ 

三菱電機㈱ 

三菱ＵＦＪリース㈱ 

㈱メディパルホールディングス 

楽天㈱ 
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第 16 表 独占禁止法第９条第７項の規定に基づく会社設立届出書提出会社（２社） 

 

会社名 
コスモエネルギーホールディングス㈱ 

㈱九州フィナンシャルグループ 
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えて所有することとなる場合には株式所有報告書を提出しなければならないこととされてい

たが，改正後の独占禁止法では廃止された。 

 

（注６） 平成 10 年独占禁止法改正法による改正前の独占禁止法では，会社が合併しようとする場合

には，全てあらかじめ届け出なければならないこととされていたが，改正後の独占禁止法で

は，当事会社の中に総資産合計額が 100 億円を超える会社と総資産合計額が 10 億円を超える

会社がある場合等に届け出なければならないこととされた。 

     また，平成 21年独占禁止法改正法による改正によって届出基準が見直され，国内売上高合

計額が200億円超の会社と同50億円超の会社の合併について届け出なければならないことと

された。 

 

（注７） 分割の届出は，平成 12 年商法改正に伴い新設されたものであり，平成 12 年度までの件数

はない。 

     また，平成 21年独占禁止法改正法による改正によって届出基準が見直され，当事会社の中

に国内売上高合計額が 200 億円を超える全部承継会社（事業の全部を承継させようとする会

社をいう。）と国内売上高合計額が 50 億円を超える事業を承継しようとする会社がある場合

等には，分割に関する計画について届け出なければならないこととされた。 

 

（注８） 共同株式移転の届出は，平成 21 年独占禁止法改正法により新設されたものであり，平成 20

年度までの件数はない。 

 

（注９） 平成 10 年独占禁止法改正法による改正前の独占禁止法では，会社が事業の全部又は重要部

分の譲受け等をしようとする場合には，全てあらかじめ届け出なければならないこととされ

ていたが，改正後の独占禁止法では，総資産合計額が 100 億円を超える会社が，総資産額 10

億円超の国内会社の事業の全部を譲り受ける場合等に届け出なければならないこととされた。 

     また，平成 21年独占禁止法改正法による改正によって届出基準が見直され，国内売上高合

計額が 200 億円を超える会社が，国内売上高 30 億円超の会社の事業の全部を譲り受ける場合

等に事業譲受け等に関する計画について届け出なければならないこととされた。 


